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平成 ２９ 年８ ｊｊ ７日

干９５８－８５０１新潟県村上市三之Ｆ １番 １号

を国森林環境税創設促進議員達盟

会　長　　板　縦　一

（新潟県鵯上市議兔議員）

「を：国森林環塊根のおＲに関する ｉＲ書採択」 に泓する ほきについて （ま頼）

肖連ｔのき動について は、 日頃 より ご支援、 ご協力をＳり 感謝申し上げます。

さて、当まＳは、 森旃のをＥａ白４Ｊａ・を・縦 して確ｆｉするた め、 その保をを７ 社！ う市ＩＺ：り゛れの森林・ 林業・

χ．Ｌｊ村が策の抜本白４ＪＳ化を回る こと を目 的と し、 新たな税ＭＳであ る「をｍ森林環境税」 を創ａすること

を目 柿ｉ し、 全ｍ の加Ｓ市 ＩＩり‘村長で組織す る「全国森林環境税創ａＷま連ｔ」 とＪｌに平成 ６年 より 活Ｓを

’進めてきた とこ ろであり ます。

この よう な中、癰県・ ちｉ は、 『屏攷２ ９年ま税吏ｊａｉＥ大綱』 において 、「市９ＩＴ村が圭４ となうて実施

する森林ぎ備等に必ｉなＭＳに充て るた め、 恤人住ｊ∃ｉｌ；税均・割の枠祖みのｇＭＩ も含め都市、 ｊ自力をｊｊじ

てＥＥＩ 民に等し く負担を求め るこ とをＪＩ本と する 森林環境税（を称）の創ａ に『ａ』 けて 、埔１力ぬＥ湊回体の意
・１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｀

皃も踏ま えながら 、ＪＥｔ体白りな仕組み等についてお台白り に検討し、平成３ ０年度ａｆＭ ａｉＥにおいで結嶌を

得る 」と の方針が示さ れた とこ ろで あり ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丶

もと より 、ＬＬＩ村地域の市１１ｆ村による森林ほ１１又源夕才策の推まや安定した・Ｊ１１ のＳの確４などのな祖みは、

ｊき球祖暖化防止のみならず、 国土の保全やｊｉ方創生等にもつながる ものであ り、 そのための市ｍミｒ村め財

簒のＳ化は喫緊のま題であ りま す。

この よう な状況を踏ま え、 肖連ｔでは本年度が制度実ａのためのｉＥ念ｌｒであると ａ１ え、 森林 ・林業・

１」』村が策 の抜本的ま化 をはかる ため の「 を１１森林環境税」導入の一日 もタ・い実Ｓ を求 める ため 、を Ｅｇｌの

市｜ヌ： ＩＢミｒ村議会での意見書の採択を求め るこ とと した とこ ろで あり ます。

つき ましては、貴議台におかれましては、９ Ｊｌ ｔＭ議会において 「を国森林環境税のおＲ」 にＢ１１する

意Ｒ書を ご採択いただき、 政府 ・国会等関係要路にご提ｍいただき ます よう ご依頼申 し上げる ものやあ

りま す。

１　 提出いただきたい意見書（例）

記

加案のと おり

２　 担萢事務ｇ　　 ｆ９ ５８ －８ ５０ １‾ 新ＳＭ村上市こ之り１ 番１号
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「を国森林環境税」の創鼈に戛する 意Ｊｌ書 （Ｍ）

我が 国の ｊｔｔｌ Ｊ末ａ暖化ガ策については 、２ ０２ ０年度八び２ ０２ ０年な降のａま効果が
ｊｊ

フ、肖り減目 標が 国際 自む に約束さ れて いる が、 その達成のた めに は、 とり わけ森林吸な源対

策の推ｔが‾蔡可欠と なっている。　▽

しか しながら 、森林が多ぐ所在する ＬＬＩ村加減の市ぢ村において は、 木材価格の低迷や

林業従事者の あ齢化・ 後継者ンド万１に加え 、急速な人口 減夕など 、厳 しい情勢 にあ るほ か、

市ぢ村が 、森林哂效源が策八び祖い手の育成等ＶＬＩ村が策に 生体的に取り 祖む ため の恒 り。、
ｉ

的・ 安定的な財源が大幅に不ｇしている。

この よう な中 、寡府・ 与党 は、 ［「平成 ２９ 年ま税Ｍ４」ミ大獵』 にお いて 、「市ぢ村が圭

体と なっ て実施する森林整備等に必要な財源に充てるため、愼人住Ｒ税均等割の枠組み
Ｉ

の？きＪ１１ を含め都市・ｔ力を籬じて国Ｒに等しく 負祖を求める こと をＪＩ本とする森旃環境

税（仮ち）の創設 にか。］けて 、ｔ力ぬｊｓ回体の意見も 踏ま えな がら 、Ｊｔイ本白ｉＪ な仕組み等に

づいて総合白りに検討 し、 平成 ３０ 年度税制改‾ｉＥ において結論を得 る」 との缶値を示 した

とこ ろで ある。

もを。よ り、 ＬＬＩ村地域の市 ＲＴ村に よる 森林ａぽ源が策の４をまや安定 した雇ルｊの４の確保

などの教祖み は、 地球ａ暖化防止のみな らず、国土の保をやｔ：ぢ創生等に もつなが るも

ので あり 、そ のた めの 市Ｒ］゛村の財源の■化は９緊の課題で ある。
。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１

よっ て、 下記の制度創設について実現を強く 求め るも ので ある。

記

平成 ２９ 年度税胼改ｉＥ大綱におい て、 「市 ｌｌｌＴ村が 生体 とな って 実施する 森林ま備等に

必要な財源に充て るた め、 個人住民税均等割の枠組みのきＪＩミ１ を含め都市・ 地：かをａじて

自民に等 しく 傴：畩を韋め るこ とを ＪＩ本と する森林環境税（仮称）のおＲ」に回し、「屏

成３ ｂ年ま税躑湊ｍにおいて結論を得る 」と 別記されたこ とか ら、 森林 ・林業・ ＬＬＩ村筒

策の抜本白ＩＪＳ化をはかるための 「をｍ森林環境税」の牢甄導入を■く求める。

な上、地力自 治法第９ ９条の規定に より 意見書を提出する。

平成 ２９ 年　 天｜　　日

○○ 市・ Ｋ・ 町・ 村議会議長

（を ｉ先）

Ｆり ｎｉｌＳミ大目・ 則‘務大目・ 嶌務大臣 ・農林水産大 目ｉ ・環境大 目ｉ：・ 経済産業大目・

衆議院議長Ｉ・参議院議長



平成２９年１２月１５日 

 

ひたちなか市議会 

議長 清 水 立 雄 殿 

 

総務生活委員会 

委員長 三 瓶   武 

 

 

閉会中の継続調査申出書（案）  

 

 

 本委員会は，所管事務のうち次の事件について，閉会中の継続調査を要するものと決定したの

で，会議規則第１１１条の規定により申し出ます。 

 

記 

 

１ 件 名 

（１）企画行政について 

（２）行財政改革について 

（３）税務行政について 

（４）市民生活行政について 

 

 


